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による信認義務違反︑業績対応支払報酬政策を採用した会社が報酬付与の政策に違反し委任状説明書 開示の懈怠︑過度の役員報酬付与に基づい 会社資産の浪費を理由と て取締役 役員︑報酬コンサルタントに対して訴え もの




































証拠を与える︒義務違反があることを意味しないが︑違反の認定を支持することができる︒原告は︑取締役会は会社の業績の失敗にもかかわらず︑三人の役員に支払を大きく増やした報酬の承認を決定し︑忠実義務違反であると申し立てる︒そ 結果︑取締役と役員は訴訟 却下の動議を提出した︒経営判断の原則は挙証責任を課すものでプリーディング 責任を課すものではない︒原告が信認義務違反 申し立てたとき︑経営判断の原則は審理でルールが課する推定に反駁するため証拠を提出する責任を原告に課する︒ かし︑原告は推定に反駁する申立において直接関連する︵
operative ︶事実を申し立てる義務はない︒原告は経営判断の原則に対する例外を申し立てなければならないが︑
詳細に例外を申し ることは要求されない︒ゆえに︑原告は取締役会が二○一○年の役員支払構造 ために経営判断の原則の保護 受ける資格がないこと 十分に申し立てた︒原告は事実上の 立をなし︑単 結論的申立をなしたのではない︒取締役会によって承認された役員報酬は会社の財政業績が低下しているときに業績との関連あ 報酬政策に違反し︑株主 最善の利益においてで なく︑それゆえ︑裁量の濫用そして／または不誠実を構成する説得力のある事実上の申立をなした︒　
被告はまた︑原告は最初に取締役に訴えの請求をしていないからとして訴訟の却下を裁判所に求めた︒オハイオ法
は株主は請求の無益を証明することができるならば︑最初に請求をすることなく代表訴訟を提起するこ を株主に認めている︒無益を示すために 原告は︑訴訟を提起 べきかどうか 決定において取締役の心は主張に対 て閉ざされ︑取締役が適切に経営判断 行使 出来ないことを示す責任を負う︒オハイオ裁判所は取締役は株主が会社に提起を望む訴訟の犯罪者として対象とされ とき︑請求はいつも無益であるとの理念 一致して拒絶する︒ かし︑請求は 攻撃される取引に相反 利益を有す あ は含まれる場合︑推定的無益である︒さらに︑
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デラウェア法の下で︑事前の請求は原告の主張が申し立てた取引が有効な経営判断結果であることに合理的な疑いを生じさせるとき︑免除される︒　
ここで︑取締役が訴訟を提起するかどうかについてバイアスのない独立の経営判断をなすことができるかについて







































ストの第一の要件を満足させることを試みなかった︒取締役会の七人の構成メンバーの一人のみが役員であり︑彼に対して原告が申し立てる 報酬 受け取ったと主張する︒それゆえ︑原告は申し立て 報酬決定に関して取締役会の多数が利害関係を有しないことを疑う基礎を申し立てていない︒原告は取締役会の多数が報酬の内容の独立
















会はこれらの決定をなすにあたり投票の結果を考慮 るこ ができない︒決定がなさ た き投票の結果を知らないことはこれらの決定をなすにあたり︑取締役が十分に情報に基づき︑誠実 取締役 会社の最善の利益にあるとの正直な信念において行為することを怠っ ことを意味しない︒原告が主張する種類のものはあと知恵と結果論であり︑経営判断の分析と基本的に相容れ い︒第二に︑原 は︑株主の﹁独立の経営判断﹂ よって取締役会の経営判断の保護の推定がデラウェア法あるいはドッド・フランク法
say on pay
の規定においてどちらも支持を見出せないこと
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当利得の訴えを述べるのに全く十分でない︒　
二つの裁判例を比較すれば︑まず②の判例は︑株主は代表訴訟を提起する資格がないと判示している︒原告によっ
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